
地域移行推進員及び地域体制整備コーディネーター  

地域移行推進員（自立支援員）  

・精神科病院等における利用対象者に対する退院への啓発活動  

■個別支援計画の作成と計画に基づき、退院に向けた院外活動等に  
係る同行支援  

等  

個別支援  

体制整備と調整  

地域体制整備コーディネーター  

退院促進・地域定着に必要な体制整備の総合調整  

・病院・施設への働きかけ  

・必要な事業・資源の点検・開発に関する助言、指導  
・複数圏域にまたがる課題の解決に関する助言  

・地域移行推進員が作成する個別支援計画への助言指導と支援の   
フォローアップ  等  
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地域体制整備コーディネーターの配置  
【地域体制整備コーディネーターの役割】  
①コーディネーターは、精神障害者の退院 支援にかかわるさまざまな職種の役割を明確  
化にするためのコーディネートを行なう。  

②地域移行支援対象者の、支援計画の作成や支援計画に沿い地域生活にかかる情報提  
供や同行支援等を直接行う地域移行推進員のスーパーバイスを行う。  

③病院■施設への働きかけや、必要な事業・資源の点検・開発に関する助言、指導及び複  
数圏域にまたがる課題の解決に関する助言を行う  

【ネットワーク機能の強化】   

従来精神障害者の支援を中心的に行ってきた保健所、市町村と地域体制整備コーディ  
ネーターが協働し、地域自立支援協議会の開催等により、保健・医療・福祉の連携強化を  
図り、地域移行体制の構築を図る。  

地域移行に向けた支援（リハビリ、服薬指導等）  通院、デイケア、訪問着護   

推進且（当事者含む）による入院患者への同行文壇専   徐々に地域の支捷者に／くトンタッチ  

就労等日中活動の体験利用の積み重ね   
日中活動サービスの利用  
居宅サービス（ホームヘルプ等）  

【醜専福祉サービス   
住まいの塙の確保  
【自宅・アパートグループホーム等】  

地域移行・地域定糟に必要な体制整備の総合調整  
地域体制整備  ・病院・施設への働きかけ  

入院中からの妬あわせ  

・地域移行支援Åへの助言指導   ■   退院後のケアマネジメント  

コーディネーター  
■  

・必要な事業・責源の点検・開発に関する助言、指導  
・複数艶域にまたがる課理の解決に関する助官等   相談支援専門且等   
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医療扶助先の内訳  
医療扶助真の現状  

生活保護費の内訳（平成19年度予算）  

生活保護費 総額2兆6，033億円   

生活保護精神障害者退院促進事業の流れ（イメージ図）  

実施体制亜傭  国：計画の集約、先進事例等の紹介  
都道府県  管内分の集約、助言指導  PSW等の雇い上げ  

退院促進椚嘲の策定   

・全体目標の投定  
（長期計画）  

（年度計画）   

・主点支援対象の設定  
・モデル自立支援フセクうムの作成   

退院可能性  
のある者の  
状況把握  

対象者ごとの  
自立支援計画   

の作成  ・退院までの課題分析  
・本人の意向把握  

関係者協議会の設t一関催   

（保健所、精神病院、相談支援事業者、施設等）  自立支援計画に基づく支  
援活動   

■退院訓練  
・退院先の確保・調整  
・住居支援   

・退暁撞の支援   
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生活保護精神障害者退院促進計画の策定  

【計画策定の流れ（例〉】  

（D各福祉事務所において退院可能精神障害者数を把握  

②平成23年度まで各年度における減少目標値を設定  

③退院促進を図るための取組等の計画・実施  

生活保護精神障害者退院促進事業の概要（退院推進員の業務）  

ア 支援対象者の把握   
福祉事務所と精神科病院で協議し、生活保護受給者で長期に精神病院に入院している者のリストの   
中から、退院可能性のある者を選定   

イ 支援対象者（被保護者）ごとの自立支援計画の策定   

選定した対象者を退院させ、施設入所や在宅生活に復帰させるまでの課題を分析し、自立支援計画を   
策定   

ウ 自立支援計画に基づく支援   
自立支援計画に基づいて、患者・家族との相談、退院後にサービスを提供する施設の選定・調整を行   
うとともに、病院における退院前の訓練、社会福祉施設等による退院後の訓練、サービスを提供   

工 必要に応じた関係機関（自立支援員＜障害福祉施策・県委託事業＞、精神病院関係者、障害福祉部門担   

当者等の連携）との連携  

127   



精神障害者の地域移行に向けた今後の取組の方向性  

○医療施 設での地域移行支援に向けた取組と、  

施策とが連携し、入院患者が医療施設から円滑に退院・退所  

して、地域で必要な支援を確実に受けながら、地域で定着して生活を  
行うための体制整備  

＝ 精神樺害着地域移行電緩特別対賃率裾朗偏爛等  

○住まいの場、必要なサービス、活用可能な社会資源の確保  
障害権祉計毎にさる計面的な整備  

＝：式〉  
居住サポート事業の活用  

自立貰捷協議会の活用  等  

○地域移行を支える人材の確保、支援手法の普及  

＝ 研惇会切実備（退院促進強化事業の活用）等  

○地域住民の理解の促進  

⇒ シシ酢ウム¢爛催 等  

それぞれの地域における具体的な課題の解消  
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1 事業の目的   

障害者自立支援基盤整備事業  

既存施設等が新体系に移行する場合等に必要となる、施設の改修等の経費に対し助   
成を行うことにより、新体系におけるサービスの基盤整備を図ることを目的とする。  

2 事業の内容  
（1）実施主体都道府県  

（2）事業の内容 実施年度ニ18年度～20年度  

事業の具体例としては、以下のとおり。なお、既存の補助制度で対象としている事業  

については対象外とする。  

改
①
②
③
④
 
 

′
し
 
 

【
 
 

修
 
 小規模作業所を新体系の設備基準に適合させるための改修工事  
ケアホーーム等を実施するアパート等のバリアフリー化等に必要な改修工事  

居宅介護事業及び相談支援事業を行うために必要な既存建物の改修工事  
その他基盤整備対策に資する改修工事  

※ただし、②（ケアホーム等のバリアフリー化等に必要な改修工事）に   
外Al言＋lLもと肌匂土山ヒ三爪．劫一士ヒまE＋士ロ⊥ムn†√随一ヨヒー．土．生血▲1▲与＝ん士こmJ4ヒ∧．－⊥」．【   

ついては、平成20年度  

助金及   助金の  
あるため、平卿  

【増 築】   

①生産事業等のための作業スペースの設置   

②新体系事業を行うにあたって必要となる厨房等の拡張工事   

②その他基盤整備対策に資する増築工事  

（3）補助単価1施設あたり20，000千円以内  
（ただし、【改修】の②は、2，000千円以内、改修の③は5，000千円以内）  

居住サポート事業（イメージ図）  

利用者  
一般住宅への入居が困難な状況  

にある障害者  

地域の支援体制  

福祉サービス事業者  

緊
急
時
専
の
対
応
 
 

就労先企業  

医療機関等  

親族等  

居住サポート事業者  
（指定相談支援事業者等）  

事業内容   

○入居支援  
物件あっせん依頼、入居契約手続き支援   

024時間支援  
緊急時等の対応   

○地域の支援体制に係る調整  
関係機関等との連絡・調整   

不動産業者l  
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「と  

1趣 旨   

障害者自立支援法が目指す地域生活移行の推進を実現するためには居住の場を確保するこ   

とが重要であり、賃貸住宅への入居を促進する観点から、地域生活支援事業に「住宅入居等   
支援事業（居住サポート事業）」を創設したところである。   

また、今般、国土交通省においては、高齢者、障害者、子育て世帯及び外国人の民間賃貸   
住宅への円滑入居を図るために「あんしん賃貸支援事業」（概要は下記のとおり）を実施す   

るところである。   

事業の実施に当たっては、各自治体及び地域における福祉部門と住宅部門の連携が不可欠   

2 あんしん賃貸支援事業の概要  

・高齢者世帯、障害者世帯、外国人世帯、子育て世帯（小さな子どもがいる世帯又は一人   
親世帯）   

（以下高齢者等」という。）の入居を受け入れることとして、都道府県等に登録された民間   
賃貸住宅（あんしん賃貸住宅）に関する情報提供や様々な居住支援を行うことにより、「高   
齢者等」の入居をサポートする事業。  

・民間賃貸住宅（あんしん賃貸住宅）、あんしん賃貸住宅を斡旋する宅建業者（協力店）及び入居   
を支援するNPO一社会福祉法人等（支援団体）が連携して、高齢者等の入居の円滑化と安心できる   
賃貸借関係の構築を支援。   

－ あんしん賃貸住宅、協力店及び支援団体として登録された情報は、財団法人高齢者住宅財団   
が運営するホームページにおいて公開。  

3「住宅入居等支援事業」と「あんしん賃貸支援事業」の関係  

（1）連携のあり方  

実施のイメージは別添「住宅入居等支援事業とあんしん賃貸支援事業の連携」のとおり   

であり、  

①あんしん賃貸住宅の登録及び情報の提供等については、あんしん賃貸支援事業の事業協   
力店（仲介業者。以下「協力店」という。）が行う。【住宅部門が担当】  

②障害者の居住支援（緊急時等の対応、地域の支援体制に係る調整等）については、居住   
サポート事業者（相談支援事業者等）が行う。【福祉部門が担当】  

③入居時の支援（入居に係る調整、契約時の立ち会いその他相談・助言等）は、必要に応   
じて協力店と居住サポート事業者が連携して行う。【連携】  

◎支援■連携の流れ（例）   

①利用希望者は居住サポート事業者に相談、利用申請  

②居住サポート事業者は、あんしん賃貸住宅の登録情報を確認するとともに、利用希望者のニーズに   
適合する物件がない等の場合は、協力店に物件斡旋の依頼をする。   

③協力店は、依頼に応じて物件を探すことになるが、例えば、利用希望者のニーズに適合する物件（   
あんしん賃貸住宅として登録されていない）がある場合は、居住サポート事業者と連携して当該物件   
の賃貸人への説明等を行い、円滑な入居が図れるよう調整に努める。   

④家主の了解が得られた場合は、居住サポート事業者を通じて物件を斡旋する。   

⑤契約手続きに際して、居住サポート事業者は、協力店と連携し、契約内容等を利用者に分かり易く   
説明したり、契約手続きに立ち合うなどの入居の円滑化のための支援を行う。   

⑥居住サポート事業者は、入居後において、利用者及び賃貸人からの相談支援、緊急時における対応   
、関係者等によるサポート体制の調整等の支援を行う。その際、必要に応じて協力店に協力を求める  
こととする。  

※別添「協力店に対する物件の斡旋依頼及び家主との調整」を参照。  
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居住サポート事業とあんしん賃貸支援事業の連  

地域の支援体制でサポート  

〔霊㌔雫㌔〕：  
就労先企業  

あんしん賃貸住宅提供者  

医療機関等  

繁
息
時
事
対
応
 
 

入
居
に
係
る
調
整
等
 
 

】
I
■
 
し
 
 

物
件
の
登
録
依
頼
 
 

福祉サービス事業者  物
件
の
仲
介
 
 

支援体制の購養  

居住サポート事業者  

【事案内容】  
（相談支援事業者等）   

024時間支援（緊急時等の対応）  

○地域の支援体制に係る調整（関係機関等との連絡・調整）  

○入居支援（あんしん賃貸支援事業協力店へ依頼、調整等）  

んしん茸貸支援  

■  ■■l■■  ■■  －  ■■  ■  
登録惰倒の閲覧（イントわト）  

情報データベース（インターネットで情報提供）  

（あんしん賃貸支援事業）協力店に対する物件のあっせん依頼及び家主との調整  

②物件の ④物件の  
斡旋依頼  斡旋  

あんしん賃貸支援事業協力店  

（仲介業者）   
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制度の概要  

高齢者等の入居を受け入れることとしている賃  

貸住宅を対象とする滞納家賃の債務保証を高  
齢者居住支援センター（指定された法人）が実  

施し、大家の不安を解消。（平成13年から）  

（1）対象者   

高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯  

（収入階層の50％未満の世帯に限る）、外  
国人世帯  

（2）家賃債務保証の概要   

①保証の対象  

未払い家賃及び原状回復費用、訴訟  

に要する費用   

②保証限度額   

【未払い家賃】家賃の6ケ月分を限度   

【原状回復費用・訴訟に要する費用】  

家賃の9ケ月分を限度   

③保証期間  

2年間（更新可）   

④保証料  

月額家賃の35％   

※下線部は平成19年度に拡充した内容。  

瑚
V
 
 

身
こ
琴
】
†
 
 

増
丁
凛
∵
世
 
 

音
世
着
 
 

船
耶
婦
嘗
 
 

甘
阿
美
陣
 
 

0
 
 
0
 
 

慄
〕
 
 凰紺離蜘申込み  

高齢者居住安定基金  
（5億円）  

「高齢者居住支援センター」の家賃債務保証制度について  

～（財）高齢者住宅財団HPより～  

子育て世帯および外国人世帯の賃貸住宅入居時の家賃債務等を保証し、賃貸住  
、  

高齢者世帯  
宅への入居を  鹿   

・国土交通大臣から高齢者居住支援センターの指定を受けて家賃債務保証制度を運営している「財団法人高齢   
者住宅財団」（以下「財団」という。）が、高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯および外国人世帯を対象とした   
家賃債務保証制度を実施。  

家書債務保証制度の概要  
1．対象住宅  

子育て世帯もしくは外国人世帯の入居を敬遠しないものとして、財団と家賃債務保  
約定書を締結した賃貸住宅  

高齢者世帯  
証制度の利用に  

2．対象世帯  
（1）高齢者世帯：（略）  （2）力 

岬汁害‥附桐。阿る  
（3）子育て世帯：（略）  

（4）外国人世帯：（略）  

3．保証の対象  
（1）滞納家賃（共益費及び管理費を含む）  
（2）原状回復責および訴訟費用 ※家賃滞納により賃貸住宅を退去する場合に限る。  
4．保証限度親  
（1）滞納家賃：月額家賃の6ケ月分に相当する金額を限度に保証。  
（2）原状回復費用および訴訟費用：月額家賃の9ケ月分に相当する金額を限度に保証。  
5．保証引受期間 原則2年間（更新可）  
6．保証料2年間の保証で月額家賃の35％（一括払い）（これは2年分の家賃の約1．5％の負担に相当。）  

（注）制度の詳細は、財団にお問い合わせ下さい。  

．
．
．
t
．
．
．
．
」
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